
 

 

 

１ 概要 

現在の広島城天守は、昭和３３年に広島復興大博覧会の一環として外観復元されたものの、建築後６０年以上が

経過し、外壁の剥落など建物が老朽化しており、令和元年度に行った耐震診断調査では、「大規模の地震の振動及

び衝撃に対して倒壊し、または崩壊する危険性が高い」という結果になった。 

こうした中、令和元年度から令和２年度にかけて「広島城のあり方に関する懇談会」を開催し、有識者からの意

見を踏まえた上で検討を進めた結果、令和３年３月に、天守の木造復元の実現可能性を高めるための調査・検討に

取り組むこととした。 

このため、令和３年度から令和４年度にかけて天守の木造復元の根拠資料の調査・収集や天守の石垣の現状調査

を行うとともに、令和５年度から「広島城天守の復元等に関する検討会議」（以下「検討会議」という。）を開催し、

現天守の解体及び天守群の復元等（復元又は復元的整備をいう。以下同じ。）において想定される様々な技術的課

題等について、基礎的な調査・検討を行ったところであり、この度、その状況等について中間報告を行うものであ

る。 

 

  ＜参考＞ 

１．「広島城天守の復元等に関する検討会議」の構成 

三浦 正幸 氏（座長） 建築史 広島大学名誉教授 

金澤 雄記 氏 建築史 広島工業大学工学部准教授 

島 充 氏 城郭・古建築模型 城郭・古建築模型作家 

鈴木 康之 氏 考古学 県立広島大学名誉教授 

塚本 俊明 氏 都市計画 広島大学名誉教授 

橋本 涼太 氏 地盤工学 京都大学大学院工学研究科准教授 

光成 準治 氏 日本史 九州大学大学院比較社会文化研究院特別研究者 

山田 岳晴 氏 建築史 福井大学大学院工学研究科講師 

 

  ２．広島城天守の木造復元に向けた技術検討業務委託（令和５～７年度） 

     請負業者 清水建設㈱広島支店 

     再委託先 ㈱文化財保存計画協会、㈱大崎総合研究所、㈱計測リサーチコンサルタント 

 

  ３．これまでの調査・検討事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 検討会議における主な検討状況 

⑴ 現天守の解体及び天守群の復元等に関する検討 

ア 木造復元以外の整備手法との比較衡量（令和６年度第４回検討会議資料１参照１ p.1～6参照） 

①木造復元、②耐震改修による現天守の継続利用、③現天守の解体を基本とする整備の３案について、検討

会議において、下表のとおり比較衡量を行った結果、①木造復元を最有力とする見解が示された。 

①木造復元 ②耐震改修による現天守の継続利用 ③現天守の解体を基本とする整備 

・往時の先駆的な天守構造と壮大な建

築物群の体感が可能となり、天守建

築への理解を促すことができる。 

・被爆以前の広島の歴史や復興の歴史

を伝える象徴的な存在として市民等

に認知されることが期待できる。 

・一定の周期で修理を行うことで半永

久的に機能を維持することができ

る。 

・内部空間は本来の天守とは全く異な

り、木造復元ほど天守建築への理解促

進には繋がらない。 

・戦災復興の象徴としての価値は持続

するが、広島城天守本来の歴史的・文

化的価値は伝えきれない。 

・耐震改修を実施したとしても、建築物

としての長寿命化を図ることはできな

い。 

・現地に天守台が残るだけで、往時

に天守が存在した事実や天守の

姿形の理解に繋がらない。 

 

 

イ 復元等の範囲及び復元時代（令和６年度第４回検討会議資料１参照１ p.7～9、令和７年度第２回検討会議

資料１参照３ p.20～26参照） 

復元等の範囲（案①天守＋廊下の一部、案②天守＋廊 

下、案③天守群全体）及び復元時代について、文化庁の 

「史跡等における歴史的建造物の復元等に関する基準」 

等との整合性を踏まえつつ検討を行った。その結果、検 

討会議において、復元等の範囲は、「案③天守群全体」 

が史跡の本質的価値の向上や理解促進等の観点から整備 

効果が一番高く、また、復元時代は、古写真等で天守外 

観や東小天守等を確認することが可能な「幕末から明治 

初期」が適当であるとの見解が示された。 

  上記を踏まえ、戦前の実測調査により作成された保存 

図や古写真、近世城郭建造物の類例等を基に往時の天守 

群の架構等について考証を行い、天守群全体の復元図案 

を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島城天守の木造復元に向けた調査・検討状況等について（中間報告） 

令和 7年 11月 26日 

市民局文化振興課 

広島城活性化担当 

 

天守 

復元等の範囲（平面図） 

東廊下 

南廊下 

東小天守 

南小天守 

案①天守＋廊下の一部 

案②天守＋廊下 

案③天守群全体 

復元図案（南立面図） 復元図案（東立面図） 
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ウ 現天守の解体範囲（令和７年度第１回検討会議資料２参照２ p.1～2、8～10参照） 

検討会議において、解体範囲について、石垣の倒壊・損傷を防止するため、上部構造と基礎の一部までとす

ることが適当であるとの見解が示された。また、解体工法については、現天守の構造や部位に応じて文化財の

保存に配慮した効率的な解体とするため、①ブロック解体、②外部からの重機による解体、③内部からの重機

による解体、④作業員による解体の４工法について、それぞれの工法による石垣への影響等の整理・検討を行

った結果、①ブロック解体や④作業員による解体を併用すべきとの内容で意見が一致した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 仮設計画（令和７年度第１回検討会議資料２参照２ p.11～14、令和７年度第２回検討会議資料１参照３ 

p.42～45 参照） 

検討会議において、文化財の保存を踏まえた仮設計画について検討を行った結果、以下の図のとおり構台及

び素屋根を設置する計画案（構台の設置により天守台等の石垣の防護を図るとともに、仮設構造物の基礎を地

盤掘削がなく荷重の分散が図れる置基礎・べた基礎形式とすることで地下遺構への影響に配慮するもの）が示

された。また、重機や資材等の搬入ルートについて、①腰曲輪ルート、②堀横断ルートの２案を検討した結果、

石垣や地下遺構等の文化財の保存や来訪者の安全性の確保等を図るとともに、施工の効率化が可能な②堀横

断ルートが適当であるとの見解が示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 オ 関係法令への対応等（令和７年度第２回検討会議資料１参照３ p.27～40参照） 

天守群の復元等に当たり、その意匠や構造、機能等の検討に必要となる関係法令（建築基準法、消防法、バ

リアフリー法）の整理を行うとともに、法令に定める基準をクリアするための方策に係る検討を行った。 

  カ 工期、工事費（令和７年度第２回検討会議資料１参照３ p.58～61参照） 

    現天守の解体から天守群全体の復元等を行うための工期及び現時点における概算の工事費を算出した。 

区 分 工 期 工 事 費 

堀横断

ルート

の場合 

約９年 

（内訳） 

  現天守解体工事     約１年１０か月 

  天守群全体復元工事   約４年 ４か月 

  その他仮設工事等    約２年１０か月 

約１９５億円 （税込、設計費用等を除く。） 

（内訳） 

  現天守解体工事       約８億円 

  天守群全体復元工事   約１０２億円 

  その他仮設工事等     約８５億円 

腰曲輪

ルート

の場合 

約９年 

（内訳） 

  現天守解体工事     約２年 ６か月 

  天守群全体復元工事   約４年 ６か月 

  その他仮設工事等    約２年 

約１７８億円 （税込、設計費用等を除く。） 

（内訳） 

 現天守解体工事       約８億円 

  天守群全体復元工事   約１０２億円 

 その他仮設工事等     約６８億円 

 

＜参考 現天守の解体のみを行う場合の工期・工事費＞ 

工 期 工 事 費 

約５年 

（内訳） 

  現天守解体工事    約１年１０か月 

  その他仮設工事等   約３年２か月 

約４０億円（税込） 

（内訳） 

  現天守解体工事     約８億円 

  その他仮設工事等   約３２億円 

 

⑵ 現天守の解体及び天守群の復元等に向けた今後の技術的課題の整理 

（令和７年度第２回検討会議資料２参照４参照） 

これまでの検討結果を踏まえ、今後、天守群の復元等の範囲や整備手法等を決定するに当たって想定される技

術的課題について、以下のとおり整理を行った。 

ア 復元等の蓋然性の更なる考証 

現状では東小天守や南小天守など、復元等の根拠となる史資料が不足していることから、蓋然性について更

なる考証を行うべく、今後、史資料等を追加調査・収集する必要がある。 

 

イ 天守群の基礎となる石垣の安定性に関する更なる検討 

これまでの調査・検討では、天守群の基礎となる石垣について、大規模地震発生時においても崩壊に至るこ

となく安定した状況であるとの結果であったが、検討に必要な築石の単位体積重量や天守台内部のグラウト

材の範囲・強度等は想定に基づいたものであったことから、今後、ボーリング調査等を実施し、必要な情報を

取得した上で、現地状況に即した詳細な検討を行う必要がある。 

 

３ 今後のスケジュール 

  天守群全体の復元等を最短で行う場合の今後のスケジュールは下表のとおりであり、この場合、令和３１年度に

供用開始となる見込みである。今後、検討会議における調査・検討結果を踏まえつつ、上記２⑵に掲げる課題解決

に向けた詳細な調査・検討を行った上で、本市としての方針を決定する。 

断面図（現天守及び天守台） 

①腰曲輪ルート 

②堀横断ルート 

搬入ルート 

素屋根 

構台 

素屋根・構台基礎 

仮設計画図案（構台・素屋根） 
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ワイヤーソーによるブロック解体例 

ハンドクラッシャーによる作業員解体例 

広島城天守の木造復元
に向けた調査・検討

現天守の解体及び天守群
の復元等

文化庁

基本設計・実施設計(7年)

天守整備

基本計画策定(2年)

現状変更手続
復元検討委員会

適宜協議

詳細調査・検討(5年)

適宜協議

解体・復元工事(9年)

供用開始

現状変更に係る事前協議

復元等の範囲、整備手法等

の決定


